　　　　　　　　東北からの放射能がれき受け入れに関する陳情書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年2月6日
大阪市会議長　大内啓治様
大阪府大東市新町21-1107                                                                                      　　    本重　きぬ子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　陳情書
（陳情趣旨）
橋下市長の決断に世界中が注目し、日本の未来は、大阪市の決断に委ねられています。

橋下市長が、「焼却灰で８０００ベクレル以下、大阪府基準では２０００ベクレル以下であれば、それを土でミルフィーユ状態にして埋めれば周辺住民には０．０１ミリシーベルト以下の影響。」

というツィッタ―での主張は、まったく科学的根拠はなく、

放射能汚染が拡散される危険性を多分に含んでいます。

その拠り所としているのが、ICRP（＝国際放射線防護委員会）の勧告だと思われます。

広島・長崎の被爆者の調査データをベースに作られ、事実上の国際的な安全基準となっています。しかし1980年代後半、ICRPが「政治的な判断」で、被ばくでガンになるリスクを実際の半分に減らしていた事実が浮かびあがりました。

当時ICRPには、原子力産業やそれを監督する各国の政府機関から、強い反発が寄せられており、そしていま、世界各地で低線量被ばくの脅威を物語る、新たな報告や研究が相次いでいます。アメリカでは原発から流れ出た微量の放射性トリチウムが地下水を汚染し、周辺地域でガンが急増。

25年前のチェルノブイリ原発事故で、大量の放射性セシウムが降り注いだスウェーデンでは、ICRP基準を大きく上回るガンのリスクが報告されています。

（NHK　追跡！真相ファイル　2011．12．28　28分　の取材により解明され、放送。）
ICRPが「政治的な判断」で、被ばくでガンになるリスクを実際の半分に減らしていた事実が判明した今、橋下市長の安全であるという言葉は、科学的根拠が全くなく、

大阪のみならず、関西、西日本の人々の健康被害を脅かす危険性を伴い
その責任は重大であると思われます。

また、ユーリ・I・バンダジェフスキーはチェルノブイリ事故後10年にわたって

遠く離れたベラルーシで、低線量被爆で苦しむ患者を治療しつづけ、亡くなっていった多くの人々を病理解剖し動物実験を行いました。

その結果、人口放射能、内部被爆はどんなに微量であっても、

死亡リスク、多大なる健康リスクが発生することを科学的に証明しました。
今なお、被災地で低線量被爆におびえ、苦しむ人々が多くいます。

大阪の各自治体で、危険な地域で苦しんでいる被災者を地域ごとに受け入れる

『サテライト疎開』を検討して、被災者を受け入れてください。

多くの人々の命が救われる、真の支援を行ってください。

日本の未来を、子供たちを、助けて下さい。

（陳情項目）
瓦礫受入でなく、被災地の子供たちの避難を、人々の集団疎開を

大阪市が、橋下市長が、勇気を持って実行されることを希望いたします。
本重








